判定した割合が８０％を超えた場合の正当な理由の範囲

次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、様式３及び正当な理由であることを示す確認資料を提出すること。ただし、確認資料により形式的な要件を満たしたことのみをもって、正当な理由として認めるものではなく、その他利用者へのサービス提供状況等の実態とあわせて総合的に判断するもの。また、審査の結果、当該居宅介護支援事業所から提示された理由が不適当と判断された場合は、特定事業所集中減算を適用するものとして取り扱う。

なお、様式３は、８０％を超えたサービスごとに提出するものとする。
（１）サービス事業所が少数である場合

①　当該居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域（運営規程で定めている事項）に指定訪問介護サービス等が各サービスごとでみた場合に５事業所未満である場合

②　以下に該当する場合に、当該居宅サービス計画分を、そのサービスを位置づけた居宅サービス計画数（分母）及び紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数（分子）から減じて再計算し、その結果が８０％以下となる場合（宮城県による独自要件）
イ　訪問介護において、通院等のための乗車又は降車の介助を利用者に対して提供する必要がある場合に、当該居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、当該サービスを提供できる指定訪問介護事業所が５事業所未満であるため、特定の事業者に集中していると認められる場合

ロ　通所介護において、個別機能訓練、栄養改善サービス、口腔機能向上サービスを利用者に対して提供する必要がある場合に、当該居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、当該サービスを提供できる指定通所介護事業所が５事業所未満であるため、特定の事業者に集中していると認められる場合

【確認資料の例】

イ　居宅介護支援事業所の運営規程

ロ　居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域内における指定居宅サービス事業所一覧

ハ　ロに係るサービス内容（加算等の届出の状況等）、利用料等の比較ができる資料又は重要事項説明書若しくはパンフレット　等

（２）当該居宅介護支援事業所が特別地域居宅介護支援加算を受けている場合

（３）事業所が小規模である場合

判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が２０件以下であるなど事業所が小規模である場合（※当該要件の判断にあたり対象となる居宅サービス計画件数は、判定期間における総居宅サービス計画数であることに留意する。）
（４）判定期間の１月あたりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付けられた計画件数が１月あたり平均１０件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合
上記（３）の要件とは異なり、それぞれのサービスについて個別に計画数を集計して判断する。サービスが位置づけられた計画件数が平均１０件以下であれば、当該サービス分については減算における正当な理由に該当する。
（５）サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合により特定の事業者に集中していると認められる場合（サービス毎に判定する）
　　　以下に該当した居宅サービス計画について、そのサービスを位置づけた居宅サービス計画数（分母）及び紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数（分子）より減じ、再計算の結果、紹介率最高法人の紹介率が８０％以下となる場合。（対象となるサービス計画を、分子と分母の両方から減じること）
①　利用者に幅広い事業所情報を提示していること

【確認資料の例】

イ　居宅介護支援事業所の運営規程

ロ　居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域内における指定居宅サービス事業所一覧及びサー
ビス内容（加算等の届出の状況等）、事業所作成の利用料等の比較ができる資料又は重要事項説明
書若しくはパンフレット

ハ　ロに係る介護保険法第１１５条の３５に規定する介護サービス情報の公表制度の公表結果

②　①により利用者が紹介率最高法人の事業所を選択していること

医療系サービスについて、サービスの提供にあたって指示を受けた主治の医師との密接な連携を確保するため特定の事業所に集中していると認められる場合は、正当な理由（５）に該当するものとして取り扱って差し支えない。

【確認資料の例】

イ　利用者及び利用者の家族が指定居宅サービス事業所を選択する際に、ロ及びハに掲げる資料か
ら当該サービス事業所が適切に選択されたことが分かる書面（利用者のニーズ、解決すべき課題、
課題の解決のための援助ができる指定居宅サービス事業所の抽出結果、当該居宅サービス事業所
を選択した理由等を記載していること。）（参考様式参照）

参考様式（サービスの質が高いことに係る理由書）
居宅サービス事業所の選択に関する理由書
１　説明を受けた訪問介護サービス等のサービス事業所名及び法人名
サービス名　　　　　　　　　　
	
	事業所番号
	事業所名
	法人名

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	10
	
	
	

	計
	　紹介した法人数　　　　　　　　法人　


２　説明に使用した文書（以下に○を付けてください。）

（　　）①居宅介護支援事業所が作成した説明資料

（　　）②各サービス事業所のパンフレット又は運営規程、重要事項説明書

（　　）③宮城県介護サービス情報公表センターのホームページの画面印刷資料

（　　）④その他

３　説明日
　　平成　　　年　　　月　　　日（説明担当者　　職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　）
私は、上記の訪問介護サービス等のサービス提供を受けるに当たり、当該サービスの事業者情報に関して、１に記載の事業所について２の資料により説明を受け、比較検討した結果、下記理由から下記事業所によるサービス提供を受けることを希望します。
記

（事業所番号）　　　　　　　　　　　　　
（事業所名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（選択理由）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　　年　　　月　　　日（　　）

利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印又は署名
